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既存建築物の強風対策－屋根ふき材 

の耐風診断・補強技術評価の研究 
(研究期間：令和３年度～令和５年度) 

建築研究部 構造基準研究室           
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１．はじめに 

本研究は、近年の強風被害の実態を踏まえ、既存

の屋根ふき材の耐風診断法の開発と修繕・改修時に

採用される耐風補強技術の評価法の提案を行うも

のである。そして、既存建築物の耐風診断・補強に

関するマニュアルを整備し、その普及を通して居住

者等への適切な耐風診断・補強の誘導、既存建築物

の改修促進施策等に資することを目的とする。 
 

２．技術開発の概要 

(1) 屋根ふき材の被害リスクを特定する耐風診断法

の開発 

屋根ふき材の種類ごとに強風被害の起点となり

うる箇所とその要因を特定し、強風に対してぜい弱

な屋根ふき材を確実な補強へ誘導できる耐風診断

法の枠組を検討した。検討の際には、既往の関連す

る診断法として、国内の既存建築物の非構造部材の

耐震診断指針、海外の台風対策に資する屋根改修指

針の枠組等を調査した。 

(2) 強靱な屋根ふき材を実現する耐風補強技術の評

価法の検討 

強風に対して屋根ふき材の補強（耐風補強）を要

する場合の拠りどころとなる耐風性能水準と適切

な耐風補強技術の評価の考え方を検討した。 

① 耐風性能水準 

建築基準法令の要求性能より高い性能を求める

ニーズ（災害拠点建築物等）にも対応できるよう、

想定する外力レベルと屋根ふき材の状態に応じた

複数の耐風性能水準の案を検討した。 

② 耐力試験に基づく耐風補強技術の評価法 

一般的な修繕・改修の方法として、部分的な修繕、

全面的な重ねぶき改修、全面的なふき替え改修の3つ

の方法がある。関連団体へのヒアリングを通して金

属板ぶき、折板ぶき、化粧スレートぶき、瓦ぶきに

よる修繕・改修工法ごとに上記の実態を把握した。

また、重ねぶき改修（カバー工法）の事例として、

金属板ぶきの耐風圧性試験（写真-1）と折板ぶき接

合部の引張り載荷試験(写真-2)を実施し、改修前後

の耐力の違いを比較検証した。 

 

 

写真-1 金属板ぶきの耐風圧性試験の実施例 

 

 

写真-2 折板ぶき接合部の引張り載荷試験の実施例 
 

３．今後の予定 

国土交通省関係部局、建築研究所、各屋根ふき材

の関係団体らとの連携を継続し、既存建築物の強風

対策に資する技術開発を進めていく予定である。 
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１．はじめに 

本研究では非住宅建築物が火災被害を受けた後の

機能維持性能の評価の枠組み構築を進めている．本

稿では，本年度の検討課題のうち，火災被害を受け

てから改修・建て替え等の対応を経て，復旧に至る

までの建築物の機能率の時間変化を報道資料等に基

づき調査，分析した結果について報告する． 

 

 
図-1 データベースに収録された火災復旧事例 

２．火災復旧事例データベース 

建築物の火災被害およびその後の復旧過程の分析

にあたり，2000年から2019年までの20年間に刊行さ

れた報道資料などを利用して，事例データベースを

構築した．報道資料等から復旧に関する情報を収集

できた被災建物の数は193件であった．その内訳を図

-1に整理する．(a)の用途に着目すると，不特定多数

が利用する商業施設や，比較的規模が大きな工場，

倉庫に関する情報が多い．一方で，利用者が限定さ

れる住宅系用途や事務所用途の建物に関する情報は

含まれていない．(e)の復旧期間については，正確な

期間を特定できる事例が限定されており，部分復旧

期間，完全復旧期間のいずれかを特定できたものは

78件であった．このうち60件では，部分復旧の後に

完全復旧に至るという段階的な復旧過程を経ていた

ことが確認できる． 
 

３．確率モデルの概要 

 火災復旧事例の調査結果に基づき，復旧過程にお

ける建築物の空間・機能上の状態を，𝐹𝐹𝐹𝐹0，𝐹𝐹𝐹𝐹1，𝐹𝐹𝐹𝐹2，

𝐹𝐹𝐹𝐹3の 4つの状態に分類した（表-1）．実際の復旧過程

は，さらに細かく分類されうるが，報道資料等から入

手可能な情報の制約上，これ以上の分類は困難であ

った．また，被災建築物の扱いは，部分的に改修され

る場合，破却後に再建される場合，破却後に再建さ

れない場合に大別される．このうち，破却後に再建さ

れない場合は，本研究の関心の対象外にあることか

ら，残る 2つを代表的な復旧シナリオとみなした． 

図-2は，このうち改修する場合をシナリオⅠ，建て
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替える場合をシナリオⅡとして，それぞれのシナリオ

における火災後の機能率の復旧過程を模式的に描いた

ものである．こうしたシナリオに従って，各空間・機能

状態への復旧期間𝑡𝑡�（シナリオⅠの下での機能𝐹𝐹�の復

旧期間𝑡𝑡����,��，同じく機能𝐹𝐹�の復旧期間𝑡𝑡����,��，シナリ

オⅡの下での機能𝐹𝐹�の復旧期間𝑡𝑡�����,��）の確率的な評

価を行うこととする． 
 
表-1 火災被害を受けた建築物の空間・機能分類 

状態 空間 機能 機能率 
𝐹𝐹� 全面進入不可 全面停止 0 

𝐹𝐹� 
被災部分への

進入不可 

被災部分の機能停止 
𝐴𝐴�� − 𝐴𝐴�
𝐴𝐴��  

𝐹𝐹� 被災部分の機能を他で代替 
𝐴𝐴�� − 𝛼𝛼 𝛼 𝛼𝛼�

𝐴𝐴��  

𝐹𝐹� 制約なし 制約なし 1 
 

 
(a) シナリオⅠ(改修) (b) シナリオⅡ(建て替え） 

図-2 被災建築物の段階的復旧過程 

 

４．復旧期間 

火災被害を受けた建築物の復旧には，「火災被害

の調査」，「清掃・（一部）解体」，「資金確保」，

「設計・施工会社との契約」，「基本・実施設計」，

「建築確認申請」，「施工」など，多岐にわたる工

程を経る必要がある．各空間・機能状態への復旧期

間𝑡𝑡� (日)の把握には，これらに要する期間を個別に

明らかにするすることが基本となる．ただし，各工

程に要する期間は，所有者の個別の事情や，その時々

の社会状況などに左右されるため，大きな不確実性

を伴う．しかし，そうした中であっても，復旧過程

の最終段階に位置付けられる「施工」に要する期間

は，比較的変動が小さい上，復旧期間𝑡𝑡�の小さくな

い比率を占める場合が多いと考えられる．そこで，

「施工」期間𝑡𝑡�,���を基準時間とみなし，各復旧期間

𝑡𝑡�を𝑡𝑡�,���で除すことで正規化時間𝑡𝑡�∗を求め，復旧率

𝑝𝑝�との関係を対数正規分布関数により回帰する． 

𝑝𝑝� = Φ������∗ ���� �        (1) 

ここで，Φは標準正規分布関数，𝜆𝜆と𝜉𝜉はそれぞれ

ln�𝑡𝑡�∗�の平均と標準偏差である．「施工」期間𝑡𝑡�,��� 

(日)については，建築着工統計調査報告を利用する

ことで，次のような回帰式を得た． 

𝑡𝑡�,��� =
⎩
⎨
⎧53.0𝐴𝐴����.���    �RC造�

36.5𝐴𝐴����.���     �S造�
44.4𝐴𝐴����.���    �木造�

 (日)      (2) 

式(1)にしたがって，データベースの事例を回帰し

た結果を図-3，表-2に示す．回帰に利用できた事例

の件数𝑁𝑁は，𝑡𝑡�(�),��が30件，𝑡𝑡�(�),��が35件，𝑡𝑡�(��),��が

22件であったが，いずれの過程についても，データ

点は概ね良好に回帰された．𝑡𝑡�(�),��，𝑡𝑡�(�),��，𝑡𝑡�(��),��
の平均は，それぞれ基準時間𝑡𝑡�,���の0.282倍，1.12
倍，3.38倍となり，この順に要する時間が短かった． 

 

 
図-3 正規化復旧時間と復旧率 

 

表-2 復旧率曲線の回帰結果 

シナリオ 状態 𝑁𝑁 𝜇𝜇 𝜎𝜎 𝜆𝜆 𝜉𝜉 

Ⅰ 
F2回復 30 0.282 1.28 −2.81 1.75 
F3回復 35 1.12 4.13 −1.23 1.64 

Ⅱ F3回復 22 3.38 4.26 0.743 0.975 
 

５．まとめ 

本研究で構築した確率モデルでは，改修と建て替

えの2つのシナリオの下での復旧率𝑝𝑝�を，正規化時

間𝑡𝑡�∗に基づく復旧率曲線により評価した．これによ

り，比較的簡便な手続きで，火災被害を受けた建築

物の復旧過程を追跡できるようになった． 
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